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要約

大規模災害発生により、ライフラインが途絶した状況においても、また例え自らが被災したとしても、消防隊員はこ

れらの災害に対して迅速に対応する必要がある。災害現場において適切かつ迅速な判断を行い、また自らのコンディショ

ンを維持するためには食は重要な役割を果たす。我々が過去に行った緊急消防援助隊に対する備蓄調査では、エネルギー

必要量に満たない消防本部が多数占めていることを明らかにした。そこで本研究では、管轄内で大規模災害が発生した

際の災害対応消防活動実施に使用可能な各消防本部の活動食の備蓄状況を明らかにすることを目的とし、質問紙調査を

行った。その結果、比較的規模の大きい消防本部においても十分な備えができていないことが明らかとなった。いつど

こで発生するとも分からない災害に対して、消防隊員が日ごろの訓練や経験を生かした能力を発揮できるよう、限られ

た予算の中で「食の備蓄」に関しても検討していく必要があると考えられた。

キーワード：消防隊員、大規模災害、備蓄食、活動食

Summary 
　　　Fire-fighters play an important role in emergency rescue services such as life-saving, fire-fighting, and ambulance-driving 
even if the life-line was stopped and they were affected in large-scale disaster.  "Food" is important to keep Fire-Fighters condition 
(body and mind) during emergency rescue (disaster) condition.  Accodring to our previous study, that performed for Fire-Fighter of 
the Emergency Fire Response Team working in large-scale disaster, there were many Fire-Fighting headquateds that do not meet 
energy requirements.  The aim of the present study is to clarify the actual condition of high-speck nutritional stockpile food (food 
supply) in a disaster situation.  The results of the study, it was found that there were no enough food supply even in the large Fire-
Fighting headquarters.  It is necessary to consider "food supply" within a limited budget so that Fire-Fighters can demonstrate their 
ability to make use of their daily training and experience against disasters that do not know where and when they occur.
Keywords: fire-fighters, disaster situation, food stockpiling, high-speck nutritional stockpile food

1．緒言

我が国は世界有数の自然災害多発国であり、毎年のよ

うに地震や土砂災害、豪雨・豪雪等の災害が全国各地で

多発している。大規模災害により、電気・ガス・水道な

どのライフラインが途絶した状況においても、また例え

自らが被災したとしても、消防隊員は地域住民の生命・

身体・財産を守る責務を果たすため、これらの災害に対

して迅速に対応する必要がある。さまざまな状況に適切

に対応し、かつ迅速な判断が求められる過酷な現場にお

いて、“食”は消防隊員自らのコンディションを維持す

るために重要な役割を果たす。近い将来の発生の緊迫性

が指摘されている大規模地震には、広範囲に被害をもた

らす南海トラフ地震や我が国の中枢機能に影響を及ぼす

首都直下地震があり、地震対策検討ワーキンググループ

が算出した被害想定によると、それらの死者・行方不明

者はそれぞれ約 32 万人 1)、約 2万人 2) と推定されている。

人命救助は、災害発生から 72 時間が経過すると、生存

率が急激に低下するとされており 3)、生死を分けるタイ

ムリミットに至るまでの初動の体制を確立する必要性が

叫ばれている。我々が、東日本大震災において災害活動
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を経験した都市部 9 消防本部に対し、（消防本部の管轄

外で発生した大規模災害や特殊な災害に被災地の要請を

受けて派遣となる）「緊急消防援助隊」に対する活動食 a・

補給食 b の備蓄調査では、1回目（2013 年）と 2回目（2018

年）の調査時においても、半数以上の消防本部が 9 食分

（72 時間分）の備蓄を行っていないこと、また備蓄する

エネルギー量についても明確な基準を設けている消防本

部が少なかったことを明らかにした 4)。つまり、管轄し

ている地域の税金で運用されている消防本部は、管轄外

へ派遣となる緊急消防援助隊での活動時に必要となる活

動食・補給食に関しては、消防隊員自らが調達もしくは

後日料金を徴収されるという形をとることが多く、十分

な備蓄を行っていないという結果であった。しかし、各

消防本部の管轄内で発生した大規模災害時のための備蓄

状況については明らかではない。

そこで、本研究では現時点における各消防本部の大規

模災害発生時のための活動食備蓄状況を明らかにするこ

とを目的とした。

2．方法

（1）調査時期

平成 30 年 11 月～平成 31 年 1 月

（2）調査方法および対象

総務省消防庁に消防職員が派遣されていた全国 50 消

防本部を対象に質問紙を配布し、回答は電子メールで送

付とした。なお本調査は、筑波大学体育系研究倫理委員

会の承認を得て実施した（承認番号第：体 30-55 号）。

（3）質問紙の内容

「大規模災害等が発生した際の非常食の備蓄状況につ

いての調査」

1． 消防職員のための庁舎や倉庫等に非常食を備蓄（個

人による備蓄は除く）していますか。

はいの場合は下記（2、3、4）の質問へ・いいえの場

合は 5へお進みください。

2． どのような種類で何日分、何人分の量を全体で備蓄

していますか（飲料も含む）。

3． その備蓄は一人当たり 1 日分どれくらいの量になり

ますか。

4． 一人あたりの 1 日分の摂取カロリー量はどれくらい

になりますか。

5． 非常食を備蓄していないとのことですが、大規模災

害等が発生した場合、消防職員の飲料・食料につい

てはどのように対応しようとしていますか。

3．結果

3-1．調査対象本部

全国各地の 50 消防本部に質問紙を配布し、37 本部か

ら回答を得た（有効回答数 74％、表 1）。管轄人口区分

別では、100 万人以上が 6 本部、50 万人以上 100 万人未

満は 7 本部、30 万人以上 50 万人未満は 15 本部、10 万

人以上30万人未満は8本部、10万人以下は1本部であっ

た。

3-2．消防本部の備蓄状況

37 本部のうち 31 本部がなんらかの備蓄を行っている

という回答であった。

食に関しては、37 本部のうち 30 本部が備蓄を行って

いるという回答、飲料水に関しては 37 本部のうち 27 本

部が備蓄を行っているという回答であった。管轄人口区

分別の備蓄状況に関しては、表１に示すとおりである。

3-3．食の備蓄状況

1 日 1 食分の備蓄は 1 本部、2 食分は 3 本部、3 食分

は 26 本部であった。また、1 日分は 2 本部、2 日分は

1 本部、3 日分は 22 本部、7 日分は 2 本部、20 日分以

上は 2 本部であった（1 本部は日数に関する記載なし）。

消防本部職員定数を用いて職員一人当たりの平均備蓄量

を算出した結果、管轄人口区分 100 万人以上の消防本部

では 6.0 食分、50 万人以上～ 100 万人未満の消防本部

では 8.6 食分、30 万人以上～ 50 万人未満の消防本部で

は 7.9 食分、10 万人以上～ 30 万人未満の消防本部では

7.3 食分、10 万人以下の消防本部では 3.7 食分となった。

一人当たりの 1 日分の平均摂取カロリー量は 1,560kcal

（380 ～ 2,600kcal）であった。なお、飲料水は備蓄して

いるものの、食は備蓄していない本部が 1本部あった。

3-4．飲料水の備蓄状況

1日の量について、0.5L が 6 本部、1.0L が 2 本部、1.5L

が 5 本部、2.0L が 4 本部、2.5L が 3 本部、3.0L が 5 本

部であり、1 日分は 2 本部、2 日分は 2 本部、3 日分は

13 本部、7 日分は 2 本部、日数の記載なしが 6 本部で

あった。消防本部職員定数を用いて職員一人当たりの平

a 発災直後のライフラインや流通が途絶し、かつ後方支援が十分に期待できない期間に摂取する 1日に 3度の食事 5)

b 活動食以外の補助的な食事（災害現場等で食べることも想定）5)

表 1．管轄人口区分別の結果
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均備蓄量を算出した結果、管轄人口区分 100 万人以上の

消防本部では 7.3L、50 万人以上～ 100 万人未満の消防

本部では 2.7L、30 万人以上～ 50 万人未満の消防本部で

は 3.1L、10 万人以上～ 30 万人未満の消防本部では 9.8L、

10 万人以下の消防本部では 2.4L となった。食は備蓄し

ていても飲料水の備蓄は行っていない本部も 4本部存在

した。

3-5．備蓄している食品の種類

備蓄している本部数が多いものから上位 10 種、表 2

に列挙した。

3-6．備蓄していない本部の対応

6 本部は現在備蓄をしておらず、その対応策としては、

検討中または個人準備、長時間の場合は随時調達の予定

という回答であった。また、（庁舎等には保管していな

いが）市の危機管理センターや災害備蓄保管庫で保存し

ているという回答もあった。

4．考察

管轄内で発生した大規模災害に対応するための活動食

備蓄について質問紙調査を行い、管轄人口 10 万人を超

える比較的規模の大きい 36 本部を含む 37 本部から回答

を得た。今回回答を得た 37 本部は、管轄人口規模 c と

しては全体の約 40％に相当する本部であり、これらの

消防本部は、災害活動の経験があり、また近い将来の発

生の緊迫性が指摘されている大規模地震等の対象区域内

であった。質問紙調査の結果、31 本部は食または飲料

水の備蓄を行っているが、6 本部は全く備蓄していない

という結果であった。結果として、現在備蓄をしている

本部も、小規模な消防本部や僻地の消防本部と同様に備

蓄は不十分なものであった。食の備蓄状況として、多く

の本部で職員分の備蓄を行っていたが、1 日何食提供す

るか、また 1食当たりのエネルギー量も本部によって大

きく異なっており、中には十分な量とは言えない本部も

存在した。飲料水の備蓄状況として、本部によって、1

日の必要量のとらえ方が大きく異なっており、備蓄して

いるペットボトルの大きさもさまざまであった。

東日本大震災を受け、平成 24 年には各消防本部向け

として、総務省消防庁からは、所属する緊急消防援助

隊登録部隊が現地で 72 時間以上活動可能な食料、飲料

水、個人装備等について、事前準備に努めるものとする

ことが示されていたり 7)、一般向けとして農林水産省か

ら、災害時に備え家庭備蓄として最低 3 日分、要配慮者

なら 2 週間分の食品をストックしようと「災害時に備え

た食品ストックガイド」8) が公開されているにも関わら

ず、全く備蓄を行っていない本部も存在した。我々は以

前、主に東日本大震災において災害活動を経験した 9本

部を対象に、緊急消防援助隊として管轄外で発生した大

規模災害等で活動するための食料備蓄に関する調査を 2

回実施した結果、東日本大震災を経験し食料備蓄の重要

性を経験した本部においても、半数以上の消防本部が 3

日分の備蓄を行っていないこと、また備蓄するエネル

ギー量についても明確な基準を設けている消防本部が少

なかったことを明らかにした 4)。今回の結果より、管轄

内で発生した大規模災害の際の食料備蓄においても十分

な対策がなされていないことが浮き彫りとなった。全国

には 728 消防本部 9) があるが、一般に消防本部の規模

が小さくなるほど、財政基盤や人員、施設装備の面で十

分ではなく、高度な消防サービスの提供に問題を有して

いることが多く 6)、今回対象とした比較的大規模な消防

本部でも、備蓄している食について職員一人当たり 3.7

～ 8.6 食分であったことを考えると、その他の消防本部

の現状はかなり厳しいものであることが予想される。

飲料水の備蓄に関しては、3 日分という回答が最も多

かったが、内閣府から発出されているガイドラインにお

いても一人当たり 1 日分の量として 3.0L が推奨されて

いる 10) のに対し、1 日の備蓄量として 0.5L と見積もっ

ている本部が最も多かった。また、備蓄している飲料水

について職員一人当たり 2.4L ～ 9.8L であったことを考

えると、災害が起きる季節にもよるが、消防隊員のコン

ディションを維持するためにも食料だけでなく飲料水の

確保についても対策をとる必要がある。また、半数以上

の本部がアルファ化米を備蓄していたが、アルファ化米

を調理するためにも水が必要となる。食べられるように

調理するためには、1 食あたり約 160ml 必要である商品

が多いため、調理に要する量をあらかじめ把握して、余

分に確保しておく必要性も考えられた。

今回の調査において、一番備蓄されている食品の種類

が多かった消防本部での 1食分のメニュー（アルファ化

米、レトルトカレー、鯖缶、味噌汁）で、各レトルト

食品の栄養価を一般化した数値から計算した 11) エネル

ギー量は 763kcal であった。我々がこれまで過去の先行

研究等から推定してきた必要エネルギー量 1日 3,500 ～

4,000kcal5)と比べると、3食摂取しても1日約2,300kcal

程度であり大きく不足していることが分かった。また、

備蓄を行っていると回答した本部の中には、スポーツド

リンクのみ、アルファ化米のみという回答も見受けられ

たことから、ほとんどの本部で必要エネルギー量を備蓄

できていないということが明らかとなった。

自然災害多発時代に突入した現代、また近い将来の発

生の緊迫性が指摘されている大規模地震など、いつどこ

で発生するとも分からない災害に対して、消防隊員が日

c  管轄人口規模別本部数 6)．10 万未満；60％、10 万～ 20 万；21％、20 万～ 30 万；8％、30 万～ 50 万；7％、50 万以上；4％

表 2．管轄人口区分別の結果

その他：フルーツ缶、ポテトサラダ缶、ハンバーグ

野菜ジュース、羊羹
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ごろの訓練や経験を生かした能力を発揮できるよう、限

られた予算の中で「活動食の備蓄」に関しても検討して

いくことが期待される。

5．結論　

災害時の食を考える際、被災者向けに要配慮者等の配

慮が優先される場面が多いが、災害発生直後から災害に

立ち向かい活動し続ける消防隊員にとって、さまざまな

消防活動に支障をきたすことなく、またその後の通常業

務に備えるコンディションを維持するためにも、救援す

る側の活動食も今一度見直す必要があると考える。これ

ら充実した備蓄を達成するためには、予算獲得等におい

て組織内外の社会合意が醸造されていく必要があり、ま

た必要物資の推計方法、調達方法などについても、さら

に普遍性の高い検討を重ね解決していく必要性がある。
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